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■ はじめに

 １．百貨店・スーパーでの商品販売額

前年比1.1％の2,718億９百万円と３年連続の増加

 ２．コンビニエンスストアでの商品販売額

前年比0.0％の1,191億40百万円

 ３．ドラッグストアでの商品販売額

前年比8.3％の1,137億87百万円と2014年の調査開始以降連続して増加

前年比△2.2％の393億29百万円と２年連続減少

～前年比1.1％と３年連続の増加～１．百貨店・スーパー

商業動態統計調査は、全国の商業を営む事業所および企業の販売活動などの動向を明らか

にすることを目的に、昭和28年から実施されている調査です。

経済産業省から 年 令和６年 調査の結果が公表されていますので、今月号はこの調査

の中から小売業の概要について、百貨店・スーパー＊１での販売動向を中心に紹介します。

なお、 年３月から調査方法が変更されたことに伴い、それ以前の販売額等との間に不

連続が生じています。そのため、累年の統計ではリンク係数で処理＊２した比推定のみ掲載し

ています。

Ⅰ　主な調査結果

 ４．ホームセンターでの商品販売額

Ⅱ　調査結果の概要

＊１　百貨店およびスーパーとは、従業者50人以上の小売事業所のうち、次に該当する小売事業所をいう。
・百貨店とは、次のスーパーに該当しない事業所であって、かつ、売場面積が1,500㎡以上(東京特別区および

政令指定都市は3,000㎡以上)の事業所
・スーパーとは、売場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用し、かつ、売場面積が1,500㎡以上
の事業所

＊２　調査事項の定義や範囲の変更等の変化要因により、過去のデータを現在のデータの連続性が保たれなくなった
場合に、データの比較を行う目的で、前後のデータの水準の変化状況を算出すること

年１月から 月までの１年間の商品販売額は 億９百万円で、前年に比べ

％増と３年連続の増加となりました。一方、全国の商品販売額は 兆 億 百万

円で、前年に比べ3.6％増と４年連続の増加となりました。(表１)(図２)

商品販売額の構成をみると､滋賀県・全国ともに「飲食料品」の割合が最も多く、滋

賀県においては約８割を「飲食料品」が占めています。(図１)
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●全国の対前年増加率はマイナス

滋賀県と全国における商品販売額の対前年増加率について、最近10年の動きをみると

2016年から2019年までは滋賀県・全国ともに減少傾向でしたが、2020年に滋賀県が増加

に転じた半面、全国は最近10年で最も減少幅が大きく、滋賀県と全国で結果に大きな差

が出ました。滋賀県は2021年に再び減少しましたが、2022年からは、全国と同様に増加

傾向となりました。(図２)

表１ 商品販売額、事業所数、従業者数、売場面積（滋賀県・全国、 年）

百万円 ％ ％ 百万円 ％

衣 料 品 百万円 ％ 百万円

飲 食 料 品 百万円 ％ 百万円

そ の 他 百万円 ％ 百万円

事業所 ％ 事業所

人 ％ 人

千㎡ ％ 千㎡ 

対前年増減率

商 品 販 売 額

事 業 所 数

従 業 者 数

売 場 面 積

滋　　賀　　県 全　　国

対前年増減率 対全国構成比

滋賀県

全 国

図１ 商品販売額の構成比（滋賀県・全国、 年）
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●全国の対前年増加率を上回る都道府県は８都府県

都道府県の商品販売額の対前年増加率を比較すると、全国の対前年増加率 ％

を上回った県は８都府県、下回った県は39道県となりました。

　最も増加した県は大阪府で8.7％、反対に最も減少した県は島根県で△5.1％でした。

滋賀県は山口県と並び、対前年増加率 ％の増加で、全国を ポイント下回りまし

た。(図３)

図２ 商品販売額対前年増加率の推移（滋賀県・全国）
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～滋賀県は前年比0.0％と横ばい～

●滋賀県・全国ともに対前年増減率はおおむね同様に推移

コンビニエンスストアに関しては、平成10年に承認統計＊３として調査が開始された

「コンビニエンスストア統計調査」を始まりとし、翌年には指定統計＊４である商業動

態統計調査の中に組み入れられることになりました。

　また、平成27年にはコンビニエンスストアでの商品販売額等の把握が、経済産業局単

位から都道府県単位に細分化されました。

２．コンビニエンスストア

＊３　統計報告調整法(2007年廃止)で、報告者負担の軽減や行政事務の能率化を目的に国の行政機関が実施し、
報告の全部または一部が統計を作成するために用いられる調査のことをいう。

＊４　旧統計法で、統計の真実性の確保等を目的に政府もしくは地方公共団体が実施する、総務大臣が指定した
指定統計を作成するための調査のことをいい、現行法における「基幹統計(国の行政機関が作成する
統計等のうち総務大臣が指定する特に重要な統計)」に該当する。

47都道府県の商品販売額の対前年増加率を比較すると、全国の対前年増加率(1.9％)

を上回った、または同率であった県は５都府県、下回った県は42道府県となりました。

　最も増加した県は沖縄県で5.9％、反対に最も減少した県は大阪府で△1.1％でした。

　滋賀県は山口県と並び、対前年増加率0.0％で、全国を1.9ポイント下回りました。

(図４)

　また、全国と対前年増加率の推移を比較すると、滋賀県の増加率が全国よりも低いも

のの、おおむね同様に推移しています。(図５)
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「コンビニエンスストア統計調査」を始まりとし、翌年には指定統計＊４である商業動

態統計調査の中に組み入れられることになりました。

　また、平成27年にはコンビニエンスストアでの商品販売額等の把握が、経済産業局単

位から都道府県単位に細分化されました。

２．コンビニエンスストア

＊３　統計報告調整法(2007年廃止)で、報告者負担の軽減や行政事務の能率化を目的に国の行政機関が実施し、
報告の全部または一部が統計を作成するために用いられる調査のことをいう。

＊４　旧統計法で、統計の真実性の確保等を目的に政府もしくは地方公共団体が実施する、総務大臣が指定した
指定統計を作成するための調査のことをいい、現行法における「基幹統計(国の行政機関が作成する
統計等のうち総務大臣が指定する特に重要な統計)」に該当する。

47都道府県の商品販売額の対前年増加率を比較すると、全国の対前年増加率(1.9％)

を上回った、または同率であった県は５都府県、下回った県は42道府県となりました。

　最も増加した県は沖縄県で5.9％、反対に最も減少した県は大阪府で△1.1％でした。

　滋賀県は山口県と並び、対前年増加率0.0％で、全国を1.9ポイント下回りました。

(図４)

　また、全国と対前年増加率の推移を比較すると、滋賀県の増加率が全国よりも低いも

のの、おおむね同様に推移しています。(図５)
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図４ 都道府県別商品販売額対前年増加率の比較

３．ドラッグストア ～前年比8.3％と2014年の調査開始以降連続して増加～

●滋賀県・全国ともに対前年増減率はプラス

大

　ドラッグストアに関しては、当初、一般統計として開始された「専門量販店販売統計

調査」で調査されていましたが、平成27年に基幹統計である商業動態統計調査の中に組

み入れられることになりました。

47都道府県の商品販売額の対前年増加率を比較すると、全国の対前年増加率(6.9％)
を上回った、または同率であった県は23都府県、下回ったのは24道県となりました。
　最も増加率が高かった県は沖縄県で15.2％、反対に最も減少した県は茨城県で3.7％
でした。
　滋賀県は、対前年増加率8.3％で、増加率の高い県順で９番目、全国を1.4ポイント上
回りました。(図６)
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～前年比△2.2％と２年連続減少～

●全国の対前年増減率はプラス

　全国と対前年増加率の推移を比較すると、おおむね同様に推移していますが、直近10

年のすべての年において滋賀県の増加率が全国を上回っています。(図７)

45都道府県＊５の商品販売額の対前年増加率を比較すると、全国の対前年増加率
(1.7％)を上回った県は15都府県となりました。
　最も増加率が高かった県は石川県で15.5％でした。
　滋賀県は、対前年増加率△2.2％で、増加率の低い県順で大分県と並び、６番目でし
た。(図８)

ホームセンターに関してもドラッグストアと同様、当初、一般統計として開始された

「専門量販店販売統計調査」で調査されていましたが、平成27年に基幹統計である商業

動態統計調査の中に組み入れられることになりました。

４．ホームセンター

＊５　鹿児島県および沖縄県のホームセンターの商品販売額は、2024年の値が秘匿数値であることから、
２県を除いた45都道府県を掲載。
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図７ 商品販売額対前年増加率の推移（滋賀県・全国）
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図８ 都道府県別商品販売額対前年増加率の比較
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Ⅲ　最近の動き

　全国と対前年増加率の推移を比較すると、おおむね同様に推移しています。2024年は

全国を3.9ポイント下回りました。(図９)

　商業動態統計調査では、毎月末現在での数値が公表されています。最近の数値であ
る、2024年４月から2025年３月までの１年間の百貨店・スーパー販売の概要を紹介しま
す。
　直近１年間の商品販売額計は、2025年１月の255億42百万円が最も多く、次いで2024
年８月の244億96百万円となっています。一方、2024年９月が最も少なく、215億33百万
円です。
　また、対前年同月比では、2024年の４、６、８～10月と2025年の１～３月がプラスと
なっており、特に2025年１月が2.6％の上昇と直近１年で最も増加しています。
　品目別に商品販売額をみると、「衣料品」は2024年11月が17億20百万円、「飲食料
品」は2025年１月が207億96百万円、「その他」は2024年12月が33億45百万円と最も高
くなっています。(図10)
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図９ 商品販売額対前年増加率の推移（滋賀県・全国）

対前年同月比(％) △ 1.1 △ 0.9 △ 0.2 △ 0.6

図 直近１年間の商品販売額、商品別販売額計の対前年同月比の推移（滋賀県）
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商品別販売額(衣料品)の動向

　衣料品について、品目別に商品販売額をみてみると、「身の回り品」を除くすべての
項目で2024年11月に商品販売額が最も高くなっています。「身の回り品」については、

2024年６月が最も高くなっています。一方、2024年９月に「紳士服・洋品」「婦人・子

供服・洋品」、2025年２月に「その他の衣料品」「身の回り品」で商品販売額が最も低

くなっています。(図11)

　その他について、品目別に商品販売額をみてみると、「家庭用電気機械器具」「家庭

用品」で商品販売額計と同様2025年１月に、「家具」が2024年11月に、「その他の商

品」が2024年12月に、「食堂・喫茶」が2024年５月に商品販売額が最も高くなっていま

す。(図12)

商品別販売額(その他)の動向

１１ 審審査査のの概概要要特選 入選一 入選三席入選四 入選五特選「 入選一入選二 入選三入選四 入選五特選「 入選一入選二 入選三席入選四 特選「矛 入選一席入選四 入選五入選二 入選三特選「 入選一席入選４席 入選５席 入選入選二席 入選五席 入選三席

図 直近１年間の商品販売額 衣料品 の推移（滋賀県）

図 直近１年間の商品販売額 その他 の推移（滋賀県）
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家具 家庭用電気機械器具 家庭用品 その他の商品 食堂・喫茶 その他計百万円

百万円
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(2020年基準)

全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 0.1 △ 0.8 △ 0.2 △ 1.0 △ 0.8 △ 0.6

△ 0.2

全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 1.0 △ 1.7 △ 0.1 △ 0.1

△ 5.6 △ 6.0

　　 ２．「対前月比」、「対前年同月比」は、端数処理前の指数値を用いて算出しています。

教 養 娯 楽 諸  雑  費

対前月比(%)

対前年同月比(%)

総 務 省 統 計 局

 注　１．「対前月比」、「対前年同月比」は伸び率(％)です。以下統計表も同様です。

対前月比(%)

対前年同月比(%)

被服及び履物 保 健 医 療 交 通・ 通 信 教　　育

全　国　・　大　津　市　の　消　費　者　物　価　指　数

総　　合 食　　料 住　　居 光熱・水道 家具・家事用品生鮮食品

統 計 表
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（2020年基準）

工業製品

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 1.1 △ 0.3 △ 0.3

△ 4.4 △ 2.0 △ 6.3

ｽｸﾗｯﾌﾟ類

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 0.7 △ 1.1

△ 0.1 △ 13.7

注　年１回、９月に定期的な計数の遡及訂正を実施しており、その場合は「r」の付記を省略しています。

ウ エ イ ト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

金属製品

ウ エ イ ト

対前月比(%)

日 本 銀 行

工　　業　　製　　品（つ　づ　き）
農　林
水産物

鉱産物
電力 ・
都市ガス
・ 水道はん用機器 生産用機器 業務用機器

電子部品・
デバイス

電気機器
情報通信
機　　器

輸送用機器
その他

工業製品

対前年同月比(%)

国　内　企  業  物　価　指　数

総平均
飲食料品 繊維製品

木材・
木製品

パルプ ・
紙・同製品

化学製品
石 油 ・
石炭製品

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
製   品

窯 業・
土石製品

鉄　鋼 非鉄金属

統 計 だ よ り 第855号令和7年（2025年）10月
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(単位：円)

世　帯 有　業 世帯主

人　員 人　員 年  齢 世帯主 光 熱 ･ 家 具 ･

(人) (人) （歳） の収入 水 　道 家事用品

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

平　 均 エンゲル

被服及び 保　健 交 通 ･ 教　養 その他の 消費性向 係　　数

履　物 医　療 通 　信 娯　楽 消費支出 (％) (％)

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

　注 大津市における調査世帯数が少ないことから、調査結果は月により大きく変動することがあります。

利用に当たっては大津市の勤労者世帯の家計の平均と考えず、参考値として御利用ください。

　消 費 支 出 （　つ　づ　き　）
非消費
支　出

可処分
所　得教　育

総 務 省 統 計 局 （　家　　計　　調　　査　）

大 津 市 勤 労 者 世 帯 の 家 計 二 人 以 上 世 帯 １ 世 帯 当 た り １ か 月 間 ）

実　　収　　入 消 費 支 出

総　　額
配偶者その他
の世帯員収入

総　　額 食　料 住　居

第855号 統 計 だ よ り 令和7年（2025年）10月
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鉄　鋼・ 金　　属 生 産 用 汎 用 ・ 電子部品 電 気 ・ 輸　　送
非鉄金属 非鉄金属 製　　品 機　　械 業 務 用 汎用機械 業務用機械 ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ 情報通信 機　　械

(全　国) (滋賀県) 工　　業 工　業 工　　業 工　　業 機械工業 工　業 工　業 工　　業 機械工業 工　　業

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 1.2 △ 17.4 △ 4.9 △ 3.3 △ 6.1 △ 4.0 △ 49.5 △ 32.9 △ 40.0 △ 14.3 △ 22.1

△ 0.4 △ 12.1 △ 5.5 △ 3.7 △ 7.0 △ 5.7 △ 46.4 △ 10.1 △ 12.7 △ 1.3 △ 19.3

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 2.1 △ 20.7 △ 2.6 △ 2.8 △ 2.2 △ 49.0 △ 44.6 △ 49.1 △ 1.7 △ 7.9 △ 25.2

△ 1.7 △ 14.7 △ 2.2 △ 2.6 △ 1.9 △ 4.9 △ 46.1 △ 10.8 △ 12.2 △ 2.6 △ 6.7 △ 23.5

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 0.2 △ 1.3 △ 6.1 △ 0.7 △ 3.7 △ 1.6 △ 2.3 △ 22.2

△ 2.4 △ 3.6 △ 11.9 △ 9.1 △ 9.3 △ 8.2 △ 66.9

経済産業省

　注 １．年の指数および対前年同月比は原指数です。
２．季節調整法はX－12－ARIMAにより算出しています。 ５．滋賀県の数値は、年間補正により2022年１月から2023年７月までの指数について遡って改訂しています。（ｒ：改訂値の記載は省略しています。）
３．在庫の年数値は期末値です。
４．全国の指数の基準年は2020年、滋賀県の指数の基準年は2015年です。

在

庫

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

滋 賀 県 統 計 課 あ

生

産

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

出

荷

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

全 国 ・ 滋 賀 県 鉱 工 業 指 数

鉱工業総合 鉱工業総合

鉄鋼業

統 計 だ よ り 第855号令和7年（2025年）10月
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窯 業 ・ 化　　学 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙 食 料 品 そ の 他
土石製品 無機・有機 除．無機・ 製　　品 ・紙加工品 ゴム製品

工　　業 工　　業 化学工業 有機化学工業 工　　業 工　　業 工　　業 工　　業 工業

△ 0.9 △ 10.1 △ 3.0 △ 2.9 △ 13.8 △ 2.0

△ 4.5 △ 18.0 △ 3.3 △ 3.3 △ 3.5 △ 7.4 △ 2.7 △ 12.6

△ 1.2 △ 2.5 △ 2.3 △ 5.4 △ 0.9 △ 13.8 △ 18.2

△ 6.5 △ 6.2 △ 0.3 △ 5.5 △ 7.4 △ 0.1 △ 16.5 △ 2.7 △ 1.5 △ 12.6 △ 3.4

△ 4.4 △ 10.7 △ 2.4 △ 1.4 △ 1.6 △ 0.1

△ 7.9 △ 1.6 △ 0.1 △ 3.2 △ 1.4 △ 8.1 △ 15.4 △ 3.8 △ 4.0

５．滋賀県の数値は、年間補正により2022年１月から2023年７月までの指数について遡って改訂しています。（ｒ：改訂値の記載は省略しています。）

滋 賀 県 統 計 課 あ

印刷業

（ 季 節 調 整 済 ）

食料品 飲料 繊維工業 家具工業

第855号 統 計 だ よ り 令和7年（2025年）10月
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（単位：億円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2025年 ３月末

2024年 ６月末

７月末

８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2025年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

（単位：百万円）

預　金 貸　出 貯　金 貸　出 預　金 貸　出

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2025年 ３月末

2024年 ７月末

８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2025年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

　注 １．「都市銀行」はみずほ銀行、三菱UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行です。

　　 ２．「地域銀行」は全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行です。

　　 ３．預金は、譲渡性預金を除きます。

　　 ４．都市銀行、地域銀行、信用金庫の預金は、総預金から手形・小切手を除いた実質預金です。

　　 ５．都市銀行、地域銀行は、オフショア勘定、中央政府向け貸出を除きます。

滋賀県信用組合協会・各信用組合 滋賀県信用農業協同組合連合会 商工中金大津支店・近畿労働金庫

滋 賀 県 内 金 融 機 関 別 預 金 お よ び 貸 出 残 高

都　市　銀　行 地　域　銀　行 信　用　金　庫

日　本　銀　行　京　都　支　店

信　用　組　合 農業協同組合 そ　　の　　他

統 計 だ よ り 第855号令和7年（2025年）10月
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（単位：億円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2025年 ３月末

2024年 ６月末

７月末

８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2025年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

（単位：百万円）

預　金 貸　出 貯　金 貸　出 預　金 貸　出

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2025年 ３月末

2024年 ７月末

８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2025年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

　注 １．「都市銀行」はみずほ銀行、三菱UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行です。

　　 ２．「地域銀行」は全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行です。

　　 ３．預金は、譲渡性預金を除きます。

　　 ４．都市銀行、地域銀行、信用金庫の預金は、総預金から手形・小切手を除いた実質預金です。

　　 ５．都市銀行、地域銀行は、オフショア勘定、中央政府向け貸出を除きます。

滋賀県信用組合協会・各信用組合 滋賀県信用農業協同組合連合会 商工中金大津支店・近畿労働金庫

滋 賀 県 内 金 融 機 関 別 預 金 お よ び 貸 出 残 高

都　市　銀　行 地　域　銀　行 信　用　金　庫

日　本　銀　行　京　都　支　店

信　用　組　合 農業協同組合 そ　　の　　他

（2020年基準）

年

年

年 Ｘ

年

年 Ｘ

2024年 ６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

９月 Ｘ

10月 Ｘ

11月 Ｘ

12月 Ｘ

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

△ 14.0 △ 2.7 △ 57.0 △ 4.8 △ 2.3 △ 0.7 Ｘ △ 4.1 △ 0.8 △ 0.2

注 １． 事業所規模30人以上について集計したものです。

２． 日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３． 指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４． 令和６年４月分調査より令和２年平均の指数が100になるよう改めて遡及改定しました。なお、「ｒ」の付記は省略しています。

（2020年基準）

年

年

年 Ｘ

年

年 Ｘ

2024年 ６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

９月 Ｘ

10月 Ｘ

11月 Ｘ

12月 Ｘ

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

△ 2.2 △ 1.2 △ 11.8 Ｘ △ 5.0 △ 2.4 △ 2.8 △ 7.5 △ 4.7

注 １． 事業所規模30人以上について集計したものです。

２． 日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３． 指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術サー

ビス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

サービス業
(他に分類され
ないもの)

対前年同月比(%)

サービス業
(他に分類され
ないもの)

対前年同月比(%)

滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 の 労 働 時 間 指 数 総 実 労 働 時 間

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・

水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

学術研究，
専門・技術サー

ビス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

滋 賀 県 産 業 別 常 用 雇 用 指 数

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・

水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

第855号 統 計 だ よ り 令和7年（2025年）10月
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（2020年基準）

年

年

年 Ｘ

年

年 Ｘ

2024年 ６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

９月 Ｘ

10月 Ｘ

11月 Ｘ

12月 Ｘ

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

△ 2.9 △ 9.4 △ 4.8 Ｘ △ 4.4 △ 0.9 △ 2.3 △ 8.8

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

（2020年基準）

年

年

年 Ｘ

年

年 Ｘ

2024年 ６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

９月 Ｘ

10月 Ｘ

11月 Ｘ

12月 Ｘ

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

△ 1.5 △ 5.8 △ 12.0 △ 7.5 Ｘ △ 1.4 △ 7.2 △ 3.7 △ 5.1 △ 11.4

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ事
業

サービス業
(他に分類され

ないもの)

対前年同月比(%)

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術サー

ビス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，娯

楽業

サービス業
(他に分類され

ないもの)

対前年同月比(%)

滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 実 質 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・

水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

学術研究，
専門・技術サー

ビス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，娯

楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ事
業

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 名 目 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・

水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業
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雇用保険

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 新規求人倍率 被保険者数

件　数 負債額 (年度末･月末)

(百万円) (件) (百万円) (人) (人) (人)

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 27.3 △ 58.7 △ 4.3

受給者実人員 支給金額 合　計 持　家 貸　家 給与住宅 分譲住宅
(月平均)(人) (千円) (戸) (戸) (戸) (戸) (戸)

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

△ 30.1 △ 56.7 △ 12.2

西日本建設業

保証滋賀支店

 注 １．百貨店・スーパーは、従業者50人以上の小売事業所のうち、次に該当する小売事業所をいいます。

　　百貨店…次のスーパーに該当しない事業所であって、かつ、売り場面積が1,500㎡以上の事業所

スーパー…売場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用し、かつ、売場面積が1,500㎡以上の事業所
２．企業倒産件数および負債額は１件１千万円以上の案件の集計です。

３．求人・求職の年の数値は年度平均です。

４．有効求人倍率、新規求人倍率の季節調整値は毎年１月分結果公表時に過去に遡って改訂されます。

５．雇用保険の基本手当支給金額の年の数値は年度計です。

６．公共工事請負金額の年の数値は年度計です。

対前年同月比(%)

滋賀労働局 国土交通省

対前年同月比(%)

経済産業省 東京商工リサーチ滋賀支店 滋　賀　労　働　局

雇用保険（つづき）
公共工事
請負金額

（百万円）

新設住宅着工戸数
基本手当

滋　賀　県　主　要　経　済　指　標

百貨店・
スーパー
販 売 額

企  業  倒  産
求人・求職(パート含む)

(月の数値は
季節調整済)(倍)

(月の数値は
季節調整済)(倍)

第855号 統 計 だ よ り 令和7年（2025年）10月
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死亡
事故

死　者 負傷者

(件) (件) (人) (％) (件) (件) (人) (人) (件) (棟) (人) (人) (㎡) (千円)

年

年

年

年

年

2024年 ７月

８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月 … … … … … …

   注

全　国

人　口

(万人) (世帯) (人) 総　数 男 女 出　生 死　亡 県　外 県　外

年

年

年

年

年

2024年 ８月

９月

10月

11月

12月

2025年 １月

２月

３月

４月 ｐ12,340

５月 ｐ12,334

６月 ｐ12,336

７月 ｐ12,330

８月 ｐ12,330

総務省統計局

「人口推計月報」

   注 １．各年10月１日、各月１日現在の人口、世帯数です。

３．月別推計人口の算出は次の式のとおりです。

　　毎月１日現在の推計人口=直近の国勢調査確定人口+前月末日までの異動届出数｛(出生人口-死亡人口)+(転入人口-転出人口)｝

４．火災発生状況の毎年１月から12月の数値は概数値です。翌年８月頃に確定値が公表されます。

全 国 ・ 滋 賀 県 の 人 口

２．自然増減、社会増減は、各年については前年10月～当年９月の計、各月については前月１か月間のものです。

世帯数
一世帯
あたり
人口

人　　口
（各年10月１日現在）

自　然　増　減
社    会    増    減

転　　入 転　　出

県　内 県　内

滋賀県統計課（毎月人口推計）

滋 賀 県 （人）

滋賀県警察本部捜査支援分析課 滋賀県警察本部交通企画課 滋　賀　県　防　災　危　機　管　理　局

１．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）は交通関係業務上過失犯を除きます。

３．火災発生状況は爆発を含みます。なお、公表は３か月ごととなります。

２．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）の毎年１月から12月の数値は暫定値です。翌年２月頃に確定値が公表されます。

負傷者数
火災
件数

焼損
棟数

死傷者数
焼損建物
床 面 積

損害額

滋 賀 県 の 犯 罪 ・ 交 通 事 故 ・ 火 災 発 生 状 況

犯罪の認知・検挙状況（刑法犯） 交通事故発生状況(人身事故) 火　災　発　生　状　況

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率
発生
件数

死者数

統 計 だ よ り 第855号令和7年（2025年）10月
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市 町 名

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総 数

市 部

郡 部 △ 62 △ 33 △ 29

大 津 市 △ 42 △ 21 △ 21

彦 根 市

長 浜 市 △ 61 △ 35 △ 26

近 江 八 幡 市 △ 49 △ 35 △ 14 △ 16

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市 △ 1

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市 △ 1 △ 30

東 近 江 市 △ 14 △ 4 △ 10

米 原 市 △ 35 △ 10 △ 25 △ 10

蒲 生 郡 △ 42 △ 25 △ 17 △ 1

日 野 町 △ 30 △ 26 △ 4 △ 7

竜 王 町 △ 12 △ 13

愛 知 郡 △ 2

愛 荘 町 △ 2

犬 上 郡 △ 23 △ 6 △ 17

豊 郷 町

甲 良 町 △ 16 △ 8 △ 8 △ 1

多 賀 町 △ 10 △ 11

滋 賀 県 統 計 課

市 町 別 人 口 と 世 帯 数
(2025年8月1日現在)

人 口
前月人口との増減

世帯数
前月
世帯数

との増減
うち外国人

第855号 統 計 だ よ り 令和7年（2025年）10月
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「一般廃棄物処理実態調査結果」にみる市町別ごみ処理状況

１．一般廃棄物の総排出量

　令和５年度(2023年度)における一般廃棄物の総排出量は393,014tで、県民１人１日当た
りに換算すると761ｇとなっています。
　市町別に１人１日当たりのごみ排出量をみると、最も少ないのは愛荘町の624ｇで、次
いで甲良町(667ｇ)、守山市(682ｇ)などとなっています。内訳をみると、生活系ごみ(生
活系ごみ＋集団回収量)については栗東市が482ｇと最も少なく、高島市が697ｇと最も多
い結果となりました。(表１)(図１)

　環境省から令和５年度(2023年度)の「一般廃棄物処理実態調査結果」が公表されていま
すので、今月号では県内市町のごみの排出量・リサイクル率について紹介します。

　用語の説明
　　総排出量：計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
　　生活系ごみ：家庭など人の生活に伴って生じるごみ　　　事業系ごみ：事業活動に伴って生じるごみ
　　集団回収量：市民団体等による収集において、市町が用具の貸出、補助金等の交付により関与している回収量
　　１日１人当たりのごみ排出量：総排出量÷総人口÷366日

表１ 市町別一般廃棄物排出量の状況

図１ 市町別１人１日当たり一般廃棄物排出量

生活系ごみ
搬入量
（ｔ）

事業系ごみ
搬入量
（ｔ）

集団回収量
（ｔ）

生活系ごみ
(ｇ/人日)

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市 －

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市 －

栗 東 市 －

甲 賀 市 －

野 洲 市 －

湖 南 市

高 島 市 －

東 近 江 市

米 原 市 －

日 野 町 －

竜 王 町 －

愛 荘 町 －

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

県 全 体

市町名
総人口
（人）

総排出量
（ｔ）

１人１日
当たりの

ごみ排出量
(ｇ/人日)

大
津
市

彦
根
市

長
浜
市

近
江
八
幡
市

草
津
市

守
山
市

栗
東
市

甲
賀
市

野
洲
市

湖
南
市

高
島
市

東
近
江
市

米
原
市

日
野
町

竜
王
町

愛
荘
町

豊
郷
町

甲
良
町

多
賀
町

県 ｇ

（ｇ 人・日）

統 計 で み る 市 町 の す が た
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「一般廃棄物処理実態調査結果」にみる市町別ごみ処理状況

１．一般廃棄物の総排出量

　令和５年度(2023年度)における一般廃棄物の総排出量は393,014tで、県民１人１日当た
りに換算すると761ｇとなっています。
　市町別に１人１日当たりのごみ排出量をみると、最も少ないのは愛荘町の624ｇで、次
いで甲良町(667ｇ)、守山市(682ｇ)などとなっています。内訳をみると、生活系ごみ(生
活系ごみ＋集団回収量)については栗東市が482ｇと最も少なく、高島市が697ｇと最も多
い結果となりました。(表１)(図１)

　環境省から令和５年度(2023年度)の「一般廃棄物処理実態調査結果」が公表されていま
すので、今月号では県内市町のごみの排出量・リサイクル率について紹介します。

　用語の説明
　　総排出量：計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
　　生活系ごみ：家庭など人の生活に伴って生じるごみ　　　事業系ごみ：事業活動に伴って生じるごみ
　　集団回収量：市民団体等による収集において、市町が用具の貸出、補助金等の交付により関与している回収量
　　１日１人当たりのごみ排出量：総排出量÷総人口÷366日

表１ 市町別一般廃棄物排出量の状況

図１ 市町別１人１日当たり一般廃棄物排出量

生活系ごみ
搬入量
（ｔ）

事業系ごみ
搬入量
（ｔ）

集団回収量
（ｔ）

生活系ごみ
(ｇ/人日)

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市 －

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市 －

栗 東 市 －

甲 賀 市 －

野 洲 市 －

湖 南 市

高 島 市 －

東 近 江 市

米 原 市 －

日 野 町 －

竜 王 町 －

愛 荘 町 －

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

県 全 体

市町名
総人口
（人）

総排出量
（ｔ）

１人１日
当たりの

ごみ排出量
(ｇ/人日)

大
津
市

彦
根
市

長
浜
市

近
江
八
幡
市

草
津
市

守
山
市

栗
東
市

甲
賀
市

野
洲
市

湖
南
市

高
島
市

東
近
江
市

米
原
市

日
野
町

竜
王
町

愛
荘
町

豊
郷
町

甲
良
町

多
賀
町

県 ｇ

（ｇ 人・日）

統 計 で み る 市 町 の す が た ２．一般廃棄物のリサイクル率＊１

　＊１　リサイクル率：資源化量÷(ごみ処理量＋集団回収量)×100％

資源化量：直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量

　令和５年度(2023年度)における一般廃棄物のリサイクル率は15.7％で、前年度よりも

0.4％低下しました。２市で前年度よりもリサイクル率が上昇し、11市６町で低下する結

果となりました。

　資源ごとにごみ資源化の状況をみると、県全体では「紙類」が最も多く、３割以上を占

めています。甲賀市では「肥料」、野洲市および高島市では「焼却灰・飛灰のセメント原

料化」、東近江市、日野町および竜王町では「溶融スラグ」が最も多くなっており、愛荘

町、豊郷町、甲良町および多賀町は、可燃性のごみがＲＤＦ(ごみ固形燃料化)施設に投入

されているため「固形燃料(ＲＤＦ,ＲＰＦ)」が多く、リサイクル率が他市町に比べ高く

なっています。その他の市町では「紙類」が最も多い結果となりました。(図２)(表２)

＊２　紙パックおよび紙製容器包装を除きます。
＊３　白色トレイを除きます。
※資源化量が最も多い資源を着色しています。

表２ 市町別資源別ごみ資源化の状況

県
全
体

大
津
市

彦
根
市

長
浜
市

近
江
八
幡
市

草
津
市

守
山
市

栗
東
市

甲
賀
市

野
洲
市

湖
南
市

高
島
市

東
近
江
市

米
原
市

日
野
町

竜
王
町

愛
荘
町

豊
郷
町

甲
良
町

多
賀
町

令和４年度 年度 令和５年度 年度 ★

図２ 市町別リサイクル率

紙類
*２

紙製
容器
包装

金属類
ガラス

類
ペット
ボトル

容器包装
プラス
チック

*３

製品プラ
スチック

布類 肥料
溶融

スラグ

固形燃料
（RDF,
RPF）

焼却灰・
飛灰の

セメント
原料化

その他

県 全 体

大 津 市 － － － － － －

彦 根 市 － － － － －

長 浜 市 － － － － －

近江八幡市 － － － － － －

草 津 市 － － － － － －

守 山 市 － － － － － － －

栗 東 市 － － － －

甲 賀 市 － － － － －

野 洲 市 － － － － － －

湖 南 市 － － － － － －

高 島 市 － － － －

東 近 江 市 － － － － － －

米 原 市 － － － － －

日 野 町 － － － － － － －

竜 王 町 － － － － － －

愛 荘 町 － － － － － －

豊 郷 町 － － － － － －

甲 良 町 － － － － － －

多 賀 町 － － － － － －

市町名
資源化量
（ｔ）

（％）
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